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令和５年３月鹿屋市議会定例会の開会に当た

り、市政運営に関する所信の一端を申し上げま

すとともに、今回、提案しております予算案等

について御説明し、議員各位並びに市民の皆様

の御理解と御支援を賜りたいと存じます。  

 

高病原性鳥インフルエンザについては、２月

３日に串良地区の養鶏場で、県内 13例目の発生

が確認されました。  

 

疑い事例の発生情報を受けて、県は現地対策

本部を設置し、地元建設業協会等の協力をいた

だきながら、３日午前 11時には殺処分を開始し、

埋却作業までのすべての防疫措置を４日午後５

時には完了したところです。  

 

本市においても、直ちに高病原性鳥インフル

エンザ対策本部会議を開催し、県や周辺市町と

連携した周辺道路の消毒ポイントにおける消毒

作業の実施、関係農家等への防疫資材の配布、

公共施設の足元消毒や市内のダム周辺道路等の

消毒作業の徹底、防災行政無線による情報提供

などに取り組んでいるところです。  
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また、肝属地区２市４町他関係７団体で構成

する「肝属地区家畜伝染病防疫対策協議会」に

おいて、本地域での再発を阻止するため、２月

８日から上高隈町の国道 504号沿いと、肝付町の

グリーンロード沿いに自主消毒ポイントを設置

し、 24時間体制で防疫対策に努めているところ

です。  

 

清浄性確認検査の結果、２月 20日には、半径

３ kmから 10km圏内の農場で域外搬出制限が解除

され、今後新たな発生がなければ、 26日にも３

km圏内の農場で移動制限が解除される見込みで

す。引き続き肝属家畜保健衛生所等の関係機関

と連携しながら、防疫対策に万全を期してまい

ります。  

 

米軍無人機ＭＱ－９の一時展開については、

運用開始から３か月が経過しました。運用開始

前に交通事故はありましたが、その後は大きな

トラブルも無く、スムーズな運用が行われてい

るところです。  

 

九州防衛局鹿屋現地連絡所、商工団体等で構

成される連絡会については、今月 20日に設置・
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開催され、意見交換が行われました。また、 24

日には鹿屋市基地関係連絡協議会を開き、九州

防衛局がこれまでの経過等を説明するとともに、

関係者の皆様からの御意見等をお伺いすること

としております。  

 

市民と米軍関係者の交流についても、米軍関

係者による児童福祉施設訪問など、少しずつで

すが行われております。本市としましても、市

民の皆様の不安解消や米軍関係者との相互理解

のため、交流が深まるよう取り組んでまいりた

いと考えております。  

 

また、空中給油機ＫＣ－ 130の鹿屋基地におけ

る訓練については、１月 31日、２年４か月ぶり

に離着陸訓練が行われました。  

 

ＭＱ－９の一時展開と併せて、引き続き、国

に安全な運用を要請するとともに、関係機関と

連携しながら、市民の皆様の安全・安心の確保

に努めてまいります。  

 

２月６日にトルコ南部を震源とするマグニチ

ュード 7.8の大地震が発生しました。トルコとシ
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リア両国の死者数は２月 21日現在で４万７千人

を超え、特に被害の大きかった地域においては、

今もなお捜索活動が続けられています。  

 

お亡くなりになられた方々に謹んでお悔やみ

を申し上げますとともに、被災された方々に対

しまして、心よりお見舞い申し上げます。  

 

本市においては、被災地を支援するため、３

月 15日まで、本庁と各総合支所に義援金箱を設

置しております。市民の皆様の温かい御支援・

御協力をよろしくお願いいたします。  

 

新型コロナワクチン接種については、特例臨

時接種期間が３月末までとなっており、４月以

降の接種については、現在、国の専門部会にお

いて議論されているところです。  

 

本市としましては、国の動向を注視しながら、

引き続き、医療機関における個別接種や休日・

夜間の集団接種の実施、毎月のワクチンニュー

スの発行など、市民の皆様がワクチンを接種し

やすい環境の整備に努めてまいります。
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－ 12月議会以降の主な取組－  

それでは、 12月議会以降の主な取組について

御報告申し上げます。  

 

スポーツによる交流の推進については、本市

出身の大和選手をはじめとするプロ野球選手や、

北京オリンピック・スピードスケート金メダリ

ストの髙木美帆選手などトップアスリートが鹿

屋体育大学の施設等を活用して合宿を行いまし

た。また、社会人野球チームの Hondaや大学関係

者など、多くのアスリートが平和公園野球場や

屋内練習場等を活用して、合宿を行っておりま

す。  

 

本市を拠点に活動する CIEL BLEU KANOYAと

MORI ALL WAVE KANOYAによる市民との交流会を

初めて開催したところ、多くの方々に参加いた

だきました。参加者からは「選手を身近に感じ

られた」、「地元チームをもっと応援したくなっ

た」などの声が寄せられたところです。  

 

このほか、国内最高峰自転車ロードレース

「 JBCFロードシリーズ 2023第１回鹿屋・肝付ロ

ードレース」が２月 25日に大隅広域公園周辺特
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設コースにおいて開催されます。  

 

本大会は、全日本実業団自転車競技連盟主催

の 2023シーズン開幕戦で、鹿児島県では初開催

となります。鹿屋市を本拠地とする「 CIEL BLEU 

KANOYA」を含むプロ 11チームをはじめ、多くの

カテゴリーに約 200名が出場します。迫力あるレ

ースが展開されますので、多くの市民の皆様に

会場で、自転車競技の魅力を体感していただき

たいと思います。  

 

大会当日は、子ども向け自転車イベントや、

地域の特産品販売ブースの設置、おおすみハナ

マルシェを同時に開催し、本市の魅力を発信す

る予定です。  

 

今後も、スポーツ合宿の誘致やスポーツイベ

ントの開催など、スポーツ交流による地域活性

化を図るとともに、今年 10月の「燃ゆる感動か

ごしま国体・かごしま大会」開催に向けた気運

醸成に努めてまいります。  

 

地域６次産業化の取組については、市内事業

者が開発した商品を広く周知し、市民に愛され
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る商品としてブランド力を高めていくため、「鹿

屋よかもん商店市」を開催し、約 6,000人に来場

いただきました。  

 

出展者からは「商品券の効果もあり、たくさ

んの方々に来ていただけた」、「商品を知っても

らういい機会になった」などの声をいただいた

ところです。  

 

また、食・農に係る新規ビジネスの創出や産

業振興を図るため「食・農ビジネス  かのや未来

フォーラム」を開催しました。  

 

「「儲かる農業」が地域産業を変える」をテー

マとした基調講演、さらに「地域の魅力を全国

に発信」をテーマとした事例紹介、鹿屋の食材

を使った料理の試食会、フォーラム参加者によ

る異業種交流が行われました。参加者からは「商

品開発のヒントになった」、「新たな事業展開に

つながりそう」などの意見が寄せられました。  

 

今後においても、市内事業者の商品の認知度

向上、ブランド化を目指し、新商品の開発や地

域６次産業化の推進など、地域に根ざした産業
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振興の取組を支援してまいります。  

 

地元企業への就職支援については、昨年 12月

に鹿児島県及び大隅４市５町の共催で大隅地域

合同企業説明会を開催しました。  

 

当日は、大隅地域内の高等学校７校の２年生

340名が参加し、市内企業 33社を含む大隅地域の

計 80社が出展しました。生徒たちは各企業ブー

スを訪れ、担当者が説明する地元企業の魅力に

ついて熱心に耳を傾けていました。  

 

今後も、地元高校生に地元企業の魅力を紹介

し、地元就職の促進、ひいては若者の地元定着

につながるよう努めてまいります。  

 

 商工業の振興については、市内企業の人材確

保や異業種交流による企業活動の活性化を図る

ため、「企業立地懇話会」を開催し、「働きがい

のある組織づくり」をテーマとした講演や副業

人材活用の事例発表、市内高等学校等との交流

会などを行いました。  

 

参加者からは「人材確保に向けて参考になっ
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た」、「新たなネットワークにつながる良い機会

となった」などの意見が寄せられ、今後の事業

展開に繋がる交流・連携が図られたものと考え

ております。  

 

引き続き、地元企業の人材確保支援や異業種

交流等を推進し、地域経済の活性化を図ってま

いります。  

 

関係人口づくりの取組については、都市部の

社会人等を対象に、本市の地域資源を生かして、

地域活性化につながるプロジェクトに挑戦する

「鹿屋ベンチャーチャレンジスクール」を開校

し、参加した 28人が、オンラインによるワーク

ショップや現地フィールドワークを通してプロ

ジェクトづくりに取り組んできました。  

 

２月 18日に、プロジェクト発表会を開催した

ところ、外から見た本市の地域資源と参加者の

スキルをかけ合わせた、独創的で魅力ある 11の

プロジェクトが発表されました。今後も都市部

の関係人口創出やつながりの深化を図り、移住

定住や起業につなげてまいりたいと考えており

ます。  
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インバウンド対策については、クルーズ船の

オプショナルツアーとして訪日観光客を本市や

大隅半島へ誘客するため、２月に下関港で開催

されたクルーズイベントに、県やおおすみ観光

未来会議と参加し、船会社等への営業活動を実

施しました。  

 

今年は、本県への国際クルーズ船の寄港が、

90回程度予定され、このうち５月、６月の期間

に鹿屋・大隅を訪れるオプショナルツアーは、

すでに４本の募集が始まっています。引き続き

関係団体と連携して、地域資源の魅力アップと

誘客促進に取り組み、地域観光の振興と地域経

済の発展に努めてまいります。  

 

 地域活性化の取組については、美里
うましさと

吾平コミ

ュニティ協議会が神話を活かしたまちづくりに

取り組んでおり、 12月 10日に「神話のまちづく

りフェス  吾平物語」を開催しました。  

 

吾平山上陵などにまつわる神話や言い伝えを

ストーリーとしてまとめて情報発信したほか、

劇団ニライスタジオ創作による吾平神楽
か ぐ ら

も初披

露されるなど、地域住民の気運醸成が図られた
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ところです。  

 

 シティセールスの取組については、令和４年

12月１日から「かのやＰＲレポーター」として

地域おこし協力隊員１名が着任しました。  

 

アナウンサー経験をいかして、YouTubeチャン

ネル「かないも日和
び よ り

」を開設し、ふるさと納税

返礼品の紹介や、イベント情報の配信のほか、

さつまいもの情報発信にも取り組んでいただい

ているところです。  

 

このほか、本市には自転車や地域資源を生か

したまちづくり、移住支援などの分野で、３名

の地域おこし協力隊員が活躍しています。今後

もそれぞれの特技や知識、経験を生かして、地

域を盛り上げていっていただきたいと思ってお

ります。  

 

 特色ある教育の推進については、鹿屋女子高

が課題研究授業の中で、「地元鹿屋の特産品」、

「ＳＤＧｓ」をテーマとした、まんぷく愛娘
あいじょう

弁

当を製作しました。  
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このお弁当は地元事業者の協力のもと、生徒

がメニューを考案し、試作を繰り返しながら、

開発したものです。食べた方からは味やメニュ

ー、パッケージデザインなどに高い評価をいた

だいており、現在、協力をいただいた地元事業

者の店舗にて、受注生産で販売されております。 

 

今後もキャリア教育の実施や地域との連携・

交流などを推進し、魅力ある学校づくりに取り

組んでまいります。  

 

空き家対策については、２月 12日に「空き家

に関するセミナー及び個別相談会」を実施しま

した。今回は、住まいの終活や家財処分の方法

等について理解を深めていただくため、新たに

「実家・自宅の未来について考える」をテーマ

にセミナーを同時開催しました。  

 

個別相談会では、空き家所有者から「建物や

家財の処分方法を知りたい」、「リフォーム費用

を教えて欲しい」などの相談が寄せられました。

今後も定期的に相談会を開催するなど、空き家

の適正管理や利用促進を図ってまいります。  
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大園橋の市指定文化財の指定解除については、

令和３年７月以降、文化財保護審議会において

慎重に審議をしていただき、去る２月１日に指

定解除しない方向で取りまとめがなされ、次回

の審議会で正式に建議書が提出される予定です。 

 

今後は、建議の内容を十分に尊重するととも

に、河川管理者である国・県等と連携をしなが

ら治水対策の協議を進め、地域住民が安心して

生活を送れるよう取り組んでまいります。  

 

 デジタル化の取組については、今まで１種類

しか利用できなかった窓口でのキャッシュレス

決済を、令和５年１月から新たに端末を導入し、

クレジットカードや交通系ＩＣカード、バーコ

ード決済など複数の決済が利用できるようにな

りました。  

 

４月以降は、証明発行手数料に加え、施設利

用料等の支払いについてもキャッシュレス決済

ができるよう準備を進めており、今後も市民の

利便性の向上を図ってまいります。  

 

マイナンバーカードの普及・促進については、
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２月 12日現在、申請率 82.19％、交付率 66.13％

となっています。健康保険証や運転免許証との

一体化等も見据え、デジタル社会のパスポート

となるマイナンバーカードを、より多くの市民

の皆様が取得できるよう取り組んでまいります。 

 

原油価格・物価高騰対策については、令和４

年 11月から令和５年１月まで非課税世帯等を対

象とする「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急

支援給付金」を給付しました。また、令和５年

１月からは光熱費及び食材費の高騰によって厳

しい経営環境に置かれている福祉施設等に対し、

支援金を給付しています。  

 

このほか、電気料金の高騰に伴う市内事業所

の経済的な負担軽減を図るため、市内で電気を

使用している事業所等の契約電力の区分に応じ

て支援金を給付しており、２月 20日現在で約 700

件の申請があったところです。３月 10日まで申

請を受け付けており、より多くの事業所を支援

できるよう、引き続き周知を図ってまいります。 

 

コロナ禍から社会経済活動が徐々に正常化し

つつある一方で、エネルギーや食料品の価格高
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騰など依然として厳しい状況が続いています。

今後も、社会経済情勢や国・県の施策の動向等

を踏まえながら、物価高騰対策や地域経済対策

に取り組んでまいります。  

 

出産・子育て応援交付金については、２月か

ら支給受付を開始しました。妊娠期から出産・

子育てまで一貫して身近な相談対応を行い必要

な支援につなぐ伴走型支援と、経済的支援を一

体的に行うことで、すべての妊婦・子育て家庭

が安心して出産・子育てができる環境整備を図

ってまいります。  

 

－市政運営の基本方針－  

国は、「グリーントランスフォーメーション」

や「デジタルトランスフォーメーション」など

の成長分野への投資を促進するとともに、従来

とは次元の異なる少子化対策に取り組んでいく

ことを表明しました。  

 

特に、こども・子育て政策については、本年

４月に発足するこども家庭庁の下で、必要とさ

れる政策を体系的に取りまとめ、将来的なこど

も・子育て予算の倍増に向けた大枠を提示する
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こととしています。  

 

また、昨年 12月に、 2023年度を初年度とする

５か年の新たな総合戦略「デジタル田園都市国

家構想総合戦略」を策定し、デジタルの力を活

用して地方の社会課題解決に向けた取組を加速

化・深化させることとしています。  

 

今後の市政運営においては、社会経済情勢や

国・県等の動向を十分に注視しながら、第２次

総合計画をはじめ、各分野の個別計画等を着実

に推進し、もっと元気な、もっと豊かな、もっ

と住みやすい“未来へ大きく羽ばたくまち‼かの

や”の実現に向けて取り組んでまいります。  

 

令和５年度においては、「人口減少対策ビジョ

ンの実現」、「第２次かのや農業・農村戦略ビジ

ョン等の実現」、「コンパクトシティの実現」、「脱

炭素社会・デジタル社会の実現」の４つの視点

に立ち、重点的に取り組んでまいります。  

 

１つ目は、「人口減少対策ビジョンの実現」に

向けた取組の推進です。平成 18年１月の市町村

合併以降、10万人を維持していた人口は、昨年、
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10万人を下回りました。  

 

人口減少は地域の活力の低下や産業の縮小な

どを招くことから、人口減少を抑制するととも

に人口減少社会においても地域の生活機能を維

持することを目的に人口減少対策ビジョンを策

定しているところです。  

 

 本ビジョンに基づいて、  

〇縁（つながり）を深める仕組みづくりや多

様な働き方の支援などを行う「働きたくな

る・住みたくなるプロジェクト」  

〇出会いや結婚へのサポート、子育て支援の

充実などを図る「みんなで育む「かのやっ

子」プロジェクト」  

 

〇地域に関わる全ての人や団体が協力し、支

えあいながら地域を経営する取組や地域課

題解決への取組を強化する「未来につなが

る地域づくりプロジェクト」  

〇まちの特性を生かした魅力づくりやまちに

誇りや愛着を持つ人づくりなどを行う「か

のやシビックプライドプロジェクト」  
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に取り組み、誰もが、将来の夢に向かって躍動

する明るいまちづくりを推進してまいります。  

 

２つ目は、「第２次かのや農業・農村戦略ビジ

ョン等の実現」に向けた取組の推進です。  

 

農業産出額１割アップの 500億円を目標に掲

げ、多様な担い手の確保、高収益作物の導入、

農地の集積・集約・大区画化、地域６次産業化

による高付加価値化、農産物や加工品等の輸出

促進などに取り組み、稼ぐ力を高めてまいりま

す。  

 

また、農業・農村の持つ魅力や癒し、楽しさ、

さらには自然環境の保全、水源かん養など多面

的な機能を多くの方々に感じていただき、本市

の農業の魅力を最大限に発揮できるよう取り組

んでまいります。  

 

３つ目は、「コンパクトシティの実現」に向け

た取組の推進です。人口減少、少子高齢化が進

む中、このまま市街地や居住地域が拡大し、人

口密度が低下すると、「生活の利便性の低下」や

「空き地・空き家の増加」などにより、まちの
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魅力が低下し、更に人口減少が進む可能性があ

ります。  

 

このため、人口減少下においても高齢者や子

育て世代が安心して生活できる持続可能なまち

を目指して、立地適正化計画に基づき、居住誘

導区域等への移住・定住の促進、幹線道路や公

営住宅等の都市基盤整備、地域公共交通網の再

編など、多極ネットワーク型コンパクトシティ

の実現に向けて取り組んでまいります。  

 

４つ目は、「脱炭素社会・デジタル社会の実現」

に向けた取組の推進です。  

 

「ゼロカーボンシティかのや」の実現に向け

て、「地球温暖化対策実行計画」の策定や自家消

費型の太陽光発電の普及促進による再生可能エ

ネルギーの有効活用、住宅の高断熱化等による

省エネ対策の推進、自然環境に配慮した持続可

能な森林経営を行う森林認証の取得等による

CO2吸収源対策などに官民一体となって取り組

んでまいります。  

 

また、デジタル実装を通じて地域の課題解決
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を図るため、 GIGAスクールやスマート農業の推

進など様々な分野におけるソフト・ハード両面

のデジタル基盤の整備、メタバースの利活用の

検討等によるデジタル技術を活用した都市部の

関係人口の拡大、デジタル人材の育成・確保な

どに取り組んでまいります。  

 

このほか、令和５年度は「燃ゆる感動かごし

ま国体・かごしま大会」が開催されます。本市

は５種目の競技会場となっており、全国から訪

れる選手やスタッフ、応援に来られる方々を市

民総参加でもてなし、地域の魅力を全国に発信

できるよう準備を進めてまいります。  

 

－予算編成の考え方－  

次に、予算編成の考え方について、申し上げ

ます。  

 

令和５年度当初予算は、将来にわたり持続可

能で強固な財政構造の構築を目指す、鹿屋市行

財政将来ビジョンの視点を念頭に置きつつ、選

択と集中により限られた資源を効果的に活用し、

総合計画に掲げる５つの基本目標に加え、新た

に策定する人口減少対策ビジョンや、第２次か
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のや農業・農村戦略ビジョン等に基づく施策・

事業を着実かつ積極的に推進する予算として編

成しました。  

 

その結果、令和５年度一般会計当初予算案の

総額は、580億２千万円となり、前年度６月補正

後の予算総額と比べ、9.1％の増で、過去最大の

規模となりました。  

 

歳出予算を性質別に見ますと、「義務的経費」

については、障がい福祉サービスや保育所等給

付費などの「扶助費」の伸びにより、約５億４

千万円の増となっています。  

 

また、「普通建設事業費」については、小・中

学校施設の長寿命化計画に基づく大規模改造や

平和市営住宅の改善工事などにより約 24億８千

万円の増となっています。  

 

「市債」と「基金」については、これまで、

歳入・歳出両面にわたる行財政改革を積極的に

進め、市債残高の縮減や、一定の基金残高の確

保に努めてきており、健全財政を堅持している

ところです。  
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次に、特別会計及び公営企業会計当初予算案

について、主なものを申し上げます。  

 

国民健康保険事業特別会計予算については、

112億１千 96万８千円で、 0.8％の減となりまし

た。  

主な要因は、団塊の世代の一部が、後期高齢

者医療制度へ移行することによる被保険者数の

減などによるものです。  

 

後期高齢者医療特別会計予算については、 15

億２千 390万１千円で、1.9％の増となりました。 

 

これは、団塊の世代の後期高齢者医療制度へ

の加入による被保険者数の増などによるもので

す。  

 

介護保険事業特別会計予算については、 119

億８千 385万２千円で、0.6％の増となりました。 

 

これは、在宅サービス利用者の増加等に伴う

介護給付費の増などによるものです。  

 

水道事業会計予算については、収益的収入は、
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17億８千 704万円、収益的支出は、 17億６千 929

万３千円で、資本的収入は、６千 745万円、資本

的支出は、 11億４千 911万円となりました。  

 

主な事業として、老朽管の布設替えや、浄水・

送水施設などの更新を進めてまいります。  

 

下水道事業会計予算については、収益的収入

は、９億２千 495万６千円、収益的支出は、８億

８千 205万７千円で、資本的収入は、４億２千 603

万４千円、資本的支出は、７億６千 756万８千円

となりました。  

 

主な事業として、未整備地区の汚水管渠
か ん き ょ

整備

や、札元１丁目地区の雨水管渠
か ん き ょ

整備などを進め

てまいります。  

 

－主要施策の概要－  

 それでは、主要施策の概要について、総合計

画の５つの目標ごとに、主な事業について御説

明申し上げます。  

 

 基本目標１の「やってみたい仕事ができるま

ち」では、第２次かのや農業・農村戦略ビジョ
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ン等に基づく農林水産業の振興や、商工業の活

性化、雇用の促進に取り組みます。  

 

まず、「畑地高度利用促進事業」については、

畑地かんがいの受益地域において、畑地かんが

い水の利用によるサツマイモ収穫後の輪作体系

の構築を促進し、農家所得の向上を図ります。  

 

「畜産産地力向上対策事業」については、畜

産経営体の施設等の整備や繁殖農家・肥育農家

による生産基盤の維持・拡大の取組に対する支

援を強化します。  

 

「新たな食・農ビジネス創出事業」について

は、本市の基幹産業である第一次産業を基軸と

した地域６次産業化による高付加価値化や販路

開拓等に取り組み、市民所得の向上を図ります。 

 

 「新たな工業団地整備事業」については、工

業団地の円滑な整備に向けて、グランドデザイ

ンとなる基本計画を策定します。  

 

「多様な働き方応援事業」については、デジ

タル技術を活用した多様な働き方の推進や、企
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業誘致、移住を見据えた都市圏企業と市内企業

との交流促進に取り組むとともに、市民交流セ

ンター情報プラザに異業種交流やテレワークの

拠点となるコワーキングスペースを整備します。 

 

基本目標２の「いつでも訪れやすいまち」で

は、地域資源を生かした観光振興、スポーツに

よる交流促進、本市の魅力を活用した移住・定

住の促進に取り組みます。  

 

「かのやばら園リニューアル事業」について

は、今春のリニューアルオープンを機に、さら

なる誘客促進を図るため、新たなフォトスポッ

トを整備するなど、魅力あるばら園づくりを進

めます。  

 

「かごしま国体・かごしま大会開催事業」に

ついては、本市で実施される競技の円滑な大会

運営を行うとともに、花いっぱい運動を推進し、

市民一体となった気運醸成に努めます。  

 

「スポーツ施設整備事業」は、市民がスポー

ツに親しみやすい環境づくりはもとより、各種

大会や合宿等の誘致によるスポーツ交流を促進
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するため、野里運動施設をはじめとするスポー

ツ施設の整備を行います。  

 

「移住・定住促進事業」については、都市圏

からの移住者や、本市に移住しテレワークを行

う方を支援するほか、都市住民を対象とした「か

のやローカルチャレンジスクール」を開催し、

移住・定住の促進と関係人口の創出を図ります。 

 

基本目標３の「子育てしやすいまち」では、

子どもを産み育てやすい環境づくりや、未来を

担う心豊かでたくましい人づくりのための教育

の充実に取り組みます。  

 

まず、鹿屋市人口減少対策ビジョンの「みん

なで育む「かのやっ子」プロジェクト」に基づ

いて、これまで児童手当の支給対象でなかった

16歳から 18歳までの子どもを養育する方に、対

象の子ども一人あたり月額５千円を市独自に支

給する「高校生応援給付金支給事業」を実施し

ます。また、小・中学校の給食費の半額を支援

する「学校給食費負担軽減事業」を実施し、子

育て世帯の経済的負担の軽減を図ります。  
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「出産・子育て支援事業」については、国の

「出産・子育て応援交付金」の交付や子育て全

般に係る伴走型相談支援を行うとともに、宿泊

産後ケアを利用する際の自己負担額を引下げる

など、出産・子育て支援の充実・強化を図りま

す。  

 

「小・中学校大規模改造事業」は、鹿屋市学

校施設長寿命化計画に基づき、老朽化が進む

小・中学校施設の大規模改造を行い、安全で快

適な学校環境づくりを推進します。  

 

「グローカル人材育成事業」については、国

立台北
た い ぺ い

教育大学との連携協定に基づき、人的交

流や教育連携、英語暗唱弁論大会等を行い、英

語教育の推進と、主体的に行動できる人材の育

成を図ります。  

 

基本目標４の「未来につながる住みよいまち」

では、快適な住環境の整備や、防犯・交通安全

など安心して暮らせる地域づくり、自然環境に

やさしいまちづくりに取り組みます。  

 

「コンパクトシティ推進事業」については、
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鹿屋市立地適正化計画に定める居住誘導区域及

び地域生活拠点維持区域の住宅取得に対する補

助制度を創設し、区域内への移住・定住を促進

します。  

 

「市営住宅改善・改修事業」は、平和市営住

宅の計画的な改善・改修等を行い、入居者が安

心して暮らせる、安全で良好な居住環境の向上

を図ります  

 

「危険空き家解体支援事業」については、危

険空き家の解体費用の一部を支援するとともに、

今回、居住誘導区域内等の支援を強化すること

で、土地の有効活用を図り、都市機能施設等の

集約によるコンパクトなまちづくりを目指しま

す。  

 

「環境対策推進事業」については、温室効果

ガス削減に向けたロードマップとなる鹿屋市地

球温暖化対策実行計画の策定や、新たにプラス

チック製品のリサイクルを開始し、資源物再商

品化の対象を拡大するなど「ゼロカーボンシテ

ィかのや」の実現に向けた取組を推進します。  
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また、新たに、消臭効果の高いアンモニア臭

分解メッシュ柵の設置を推進するほか、鹿屋市

畜産環境センター利用農家の家畜排せつ物自己

処理施設の整備を支援するなど、畜産環境対策

を強化します。  

 

基本目標５の「ともに支えあい、いきいきと

暮らせるまち」では、地域福祉の充実や、健康

づくり・生きがいづくり、地域コミュニティ活

動の推進に取り組みます。  

 

「子ども・高齢者見守り支援事業」について

は、保育所等の送迎用バスの安全対策装置や高

齢者見守り機器の導入を支援し、子どもや高齢

者が安心して暮らせる環境づくりを推進します。 

 

「文化会館長寿命化事業」については、現在、

市民の文化・芸術活動の拠点である文化会館の

計画的な修繕・改修を行うとともに、新たな付

加価値を持った文化ゾーンのあり方について検

討を開始します。  

 

「文化のまち鹿屋魅力アップ事業」について

は、劇団四季によるミュージカル公演の開催な
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ど、多くの市民の皆様に魅力あふれる本物の文

化に触れる機会を提供し、文化の薫り高いまち

づくりを推進します。  

 

「地域活動基盤強化事業」は、町内会が実施

する交流事業に加え、新たに、地域課題の解決

に向けた取組への支援を行い、地域コミュニテ

ィ活動の推進を図ります。  

 

「効率的・効果的な行政サービスの提供」で

は、デジタル技術等を活用して市民サービスの

向上と効率的な行財政運営に努めるとともに、

市民の声を生かした地域課題解決のための取組

を推進します。  

 

「マイナンバー制度の推進」については、マ

イナンバーカードを活用したプラットフォーム

の構築により、市民の利便性向上と行政事務の

効率化を図るとともに、地域のデジタル化の推

進や、マイナンバーカードの普及促進に取り組

みます。  

 

「デジタル・ガバメントの推進」については、

メタバース内での情報発信等による関係人口の
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創出に向けた環境整備を検討するほか、市内企

業や高校生、都市部のＩＴエンジニアなど、様々

なスキルを持ったメンバーがチームを組んで、

地域課題解決のアイデアや技術を競い合うイベ

ントを開催します。  

 

以上、主要な施策の概要について５つの基本

目標ごとに御説明しました。  

 

次に、令和４年度一般会計補正予算案の概要

について御説明申し上げます。  

 

今回の補正予算は、国の補正予算に対応した

事業のほか、各種基金への積立て、事業費の確

定に伴う減額等を中心に編成しました。  

 

補正予算の総額は、５億５千 66万７千円で、

補正後の予算額は 618億５千 215万７千円となり、

前年度同期と比べ、21億４千 707万９千円、3.4％

の減となります。  

 

補正予算案に計上した主な事業について、御

説明申し上げます。  
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「産地パワーアップ事業」については、人参

洗浄選果機を新たに導入する市内の生産者に対

して支援を行い、輪作作物である人参の産地拡

大や安定的な出荷を図ります。  

 

「道路メンテナンス事業」については、橋梁

やトンネルを良好な状態に保つため、鹿屋市橋

梁長寿命化修繕計画等に基づき、計画的に点検

や維持補修を行い、道路環境の安全性を確保し

ます。  

 

「コワーキングスペース整備に係る基本設

計」については、異業種交流やテレワークの拠

点として、市民交流センター情報プラザにコワ

ーキングスペースを整備するため基本設計を行

います。  

 

－条例その他の案件について－  

 次に、議案第７号から第 24号までの条例議案

について、その主なものを御説明申し上げます。 

 

 まず、議案第７号については、 65歳までの定

年引上げによる職員の増加見込みや新規採用計

画を踏まえて策定する第３次鹿屋市定員管理計
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画の職員目標数を条例の定数に反映させようと

するものです。  

 

 議案第８号については、現在２人となってい

る副市長の定数を１人にしようとするものです。 

 

議案第 14号については、児童センターを民間

譲渡するため、条例を廃止しようとするもので

す。  

 

議案第 17号については、県が策定した国保運

営方針に基づき、国民健康保険税の賦課方式を

４方式から３方式に変更しようとするものです。 

 

議案第 20号については、吾平物産館を普通財

産として貸し付け、効率的な活用を図るため、

条例を廃止しようとするものです。  

 

議案第 24号については、輝北地区公民館の設

置及び管理に関し必要な事項を定めようとする

ものです。  

 

 次に、議案第 25号から第 28号までのその他の

議案について、その主なものを御説明申し上げ

ます。  
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 議案第 25号については、旧浜田小学校の施設

の有効活用を図るため、当該建物を無償で貸し

付けようとするものです。  

 

議案第 28号については、株式会社サクラクレ

パス鹿児島工場に対し、工場用地の貸付けと、

貸付期間満了後に無償譲渡をしようとするもの

です。  

 

このほか、報告第１号から第３号までの報告

３件については、地方自治法第 180条第１項の規

定により、事故の和解及び損害賠償の額を定め

ることについて専決処分したもので、同条第２

項の規定により報告するものです。  

 

以上、市政運営に関する私の所信の一端を申

し上げ、今回提案しております主な議案等につ

いて御説明しました。よろしく御審議の上、議

決賜りますようお願い申し上げます。  


